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政府統計データにおける匿名化について
──パーソナルデータの利活用における基盤整備との関連を中心に──
伊 藤 伸 介
近年，パーソナルデータの利活用と保護に関する議論が社会的な関心を集めていること
から，本稿では，パーソナルデータの利活用における基盤整備との関連で，主として，わ
が国の政府統計（公的統計）を対象に，政府統計データの匿名化に関する方法的な特徴を
明らかにするだけでなく，パーソナルデータと統計データの関係について考察を試みた。
政府統計データについては，様々な法制度的及び技術的な措置をとることによって，政府
統計の匿名化ミクロデータの作成が可能になっているが，統計データの特性，利用目的や
対象となる利用者によって様々な匿名化措置が適用されることを勘案すると，政府統計デ
ータにおいても，合理的な匿名化の水準を明示するのは困難なことが明らかになった。こ
のことは，パーソナルデータの第三者提供を可能にするために，パーソナルデータにおけ
る特定性の低減化を議論する上でも有用であることから，パーソナルデータの利活用にお
いては，政府統計データの匿名化に関する事例は参考になりうると思われる。
1．は じ め に
本稿は，パーソナルデータの利活用における基盤整備との関連で，政府統計データの匿名
化に関する特徴を明らかにすることを課題としている1)。近年，ビックデータやパーソナル
データに対する社会的な関心が高まっている。企業は，企業自身が保有するビックデータや
パーソナルデータを対象に，営利目的を指向したビックデータやパーソナルデータの利用可
1) 本稿は，内閣官房高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（IT総合戦略本部）「パーソナル
データに関する検討会」技術検討ワーキンググループの第2回会合（2013年10月17日）と第6回会
合（2014年5月13日）における筆者の報告，中央大学経済研究所情報環境研究会（2014年3月11
日，於中央大学）での研究報告，及び経済統計学会関東支部定例研究会（2014年6月7日，於立教
大学）における研究報告の内容に基づいて大幅に加筆・修正したものである。本稿のもとになった
報告内容の一部については，槙田直木氏（当時（独）統計センター統計作成支援課長，現農林水産
省大臣官房統計部統計企画管理官）と赤谷俊彦氏（当時（独）統計センター経営企画室課長代理，
現総務省行政管理局副管理官（業務・システム改革統括））から貴重なコメントをいただいた。記
して謝意を表したい。なお，本稿における誤りは筆者のみにある。
能性を追究するだけでなく，ビックデータやパーソナルデータの販売を目指している。こう
した中で，ビックデータに含まれる個人情報をどのように保護するかについての議論が注目
されている。
個人情報の保護に関する法律（平成15年5月30日法律第57号）（以下，「個人情報保護法」
と呼称）第2条第1項によれば，「個人情報」とは，「生存する個人に関する情報であって，
当該情報に含まれる氏名，生年月日その他の記述等により特定の個人を識別することができ
るもの（他の情報と容易に照合することができ，それにより特定の個人を識別することがで
きることとなるものを含む）」と規定されている。個人情報保護法の対象になる「個人情報」
に当たらない情報（「非個人情報」）であれば，営利目的での利用や販売が容易になる。そこ
で，非個人情報としてのパーソナルデータを作成するための個人情報の匿名化の可能性を検
討することが，パーソナルデータにおける利活用の重要な論点となる。
パーソナルデータの利活用については，総務省，経済産業省でそれぞれ研究会が設置さ
れ，議論が重ねられてきた。総務省では，「パーソナルデータの利用・流通に関する研究会」
（2012年11月～2013年6月）が開催された。一方，経済産業省は，「個人情報保護の制度・運
用に関する研究会」（2010年11月～2011年3月），さらには「IT融合フォーラム パーソナル
データワーキンググループ」（2012年11月～2013年4月）を開催することによって，パーソ
ナルデータの利活用を指向した匿名化の方法について議論を行ってきた。さらに，2013年6
月には「規制改革実施計画」が閣議決定され，規制改革会議で「ビッグデータ・ビジネスの
普及（匿名化情報の取扱い）」が設置された。それを受けた形で，内閣官房と消費者庁が所
管官庁となり，合理的な匿名化措置の内容を明確化したガイドラインを策定する方向性が出
された。
他方，パーソナルデータに関する利活用と保護に関する新たな制度設計を目指して，2013
年9月に内閣官房高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部（IT総合戦略本部）「パーソ
ナルデータに関する検討会」が開催される（座長 堀部政男（一橋大学名誉教授），全5回開
催（2013年9月～12月））。そして，パーソナルデータの利活用についての技術的側面に関し
てさらなる検討を進めるために，本検討会に「技術検討ワーキンググループ（以下「技術検
討WG」と略称，主査 佐藤一郎（国立情報学研究所教授））」が設置され，2013年に技術検
討WGが4回開催された（2013年9月～12月））。
わが国では，政府統計のミクロデータが作成・提供されているだけでなく，政府統計デー
タにおける匿名化措置に関する研究蓄積が少なくない。そのため，パーソナルデータの利活
用と保護をめぐる議論においては，統計に関する研究分野からの貢献も期待された。それ
は，個人情報を「匿名化」あるいは「統計化」することによって，非個人情報にすることは
可能かという論点について，主に政府統計を対象に，統計データの匿名化や統計表の作成と
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いう観点に立って議論することを意味している2)。
こうした背景を踏まえ，本稿では，パーソナルデータにおける利活用と保護の両面を踏ま
えた形で，政府統計データの匿名化に関する方法的な特徴を洞察するだけでなく，パーソナ
ルデータと統計データの関係についても考察を試みることにしたい3)。
2．わが国における政府統計ミクロデータの匿名化に関する法制度的措置
欧米諸国では，1960年代以降，様々な政府統計ミクロデータの提供が広範にわたって行わ
れてきた。ミクロデータの匿名化に関する研究も，1970年代に遡ることができ（伊藤・村田
（2013）），人口センサスや労働力調査等，主として世帯・人口系のデータを対象に，政府統
計の個票データに匿名化措置を施した匿名化ミクロデータが作成・提供されてきた。一方，
わが国においても，統計法（平成19年法律第53号）の全面施行に伴い，平成21年4月より政
府統計の匿名データの提供が開始され，現在，国勢調査を含む7調査に関する匿名データが
作成・提供されている。
こうした政府統計の匿名化ミクロデータの作成・提供に関する動向，さらにはミクロデー
タに対する匿名化措置に関する数多くの研究蓄積は，パーソナルデータの匿名化における議
論においても参考情報になりうると考える。その理由は，政府統計の匿名化ミクロデータ
2) 例えば，経済産業省「個人情報の保護に関する法律についての経済産業分野を対象とするガイド
ライン（平成26年12月12日厚生労働省・経済産業省告示第4号）」においては，「個人情報」に当た
らない事例の1つとして，「特定の個人を識別することができない統計情報」が記載されている。
この場合，特定の個人の識別不可能性と「統計情報」との関連で，統計データにおける匿名化や統
計表の作成方法を議論することも考えられよう。
3) パーソナルデータの利活用と保護に関連して，パーソナルデータをめぐる様々な議論が展開され
てきた。これらの議論については，主として，わが国におけるパーソナルデータの保護法制に関す
る現状と課題，諸外国におけるパーソナルデータに関する法制度の動向，パーソナルデータにおけ
る匿名化の技術と匿名化されたパーソナルデータの利用可能性，パーソナルデータに関する検討会
（及び技術検討WG）における議論の内容とその展開方向に大別することができる。このようなパ
ーソナルデータの利活用と保護に関する議論については，学会誌等で特集が組まれることも少なく
ない。例えば，「ビックデータの利活用に向けた法的課題─パーソナルデータ保護法制の展望」
（『ジュリスト』No.1464），「パーソナルデータの利活用における技術および各国法制度の動向」
（情報処理学会『情報処理』Vol.55，No.12），「小特集 個人データの活用とプライバシー保護」
（『電子情報通信学会誌』Vol.98，No.3）等を参照。これらの特集号の中で，パーソナルデータに
関する検討会技術検討 WG における議論の内容については，佐藤（2015），森（2014a），森
（2014b），高橋（2014），高橋他（2015）を参照されたい。なお，本稿は，技術検討WG における
議論を踏まえながら，パーソナルデータの利活用における基盤整備との関連で，わが国の政府統計
データの匿名化に関する法制度的措置及び技術的手法の方法的特徴を明らかにするだけでなく，政
府統計データの匿名化措置におけるパーソナルデータへの適用可能性を模索するものである。
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が，統計法制度的な措置及び技術的な方法に基づいて作成・提供されているが，パーソナル
データの匿名化においても，匿名化の法制度的な側面と技術的な側面の両方から具体的に議
論する必要があるからである。本節では，わが国の統計法制度の下におけるミクロデータの
匿名化措置について概括することにしたい。
わが国の政府統計における「調査票情報（個票データ）」と「匿名データ」は，統計法第
2条第11項と第12項で定義されている。すなわち「統計調査によって集められた情報のう
ち，文書，図画又は電磁的記録によって記録されているもの」が，政府統計の「調査票情
報」に該当する。一方，政府統計の「匿名データ」も，「統計法上では一般の利用に供する
ことを目的として，調査票情報を特定の個人又は法人その他の団体の識別ができないように
加工したもの」と定義されている。
政府統計の調査票情報や匿名データは個人情報を含んでいることから，調査票情報や匿名
データの提供及び管理を行うことが統計法制度上で定められている。統計法におけるミクロ
データの提供に関する条文は，統計の作成ないしは統計的研究のための調査票情報の提供
（第33条），匿名データの作成（第35条），及び匿名データの提供（第36条）である4)。基幹
統計調査の場合，最初に，匿名データの作成について統計委員会に諮問が行われる。つぎ
に，統計委員会の匿名データ部会で基幹統計調査の匿名データに関する匿名性の検討を行っ
た上で，匿名データ部会の審議内容が統計委員会に報告される。そして，匿名データの作成
方法の妥当性に関して，統計委員会から答申が出されることになっている。その一方で，調
査票情報や匿名データに含まれる個人情報が漏洩しないように，統計法には，調査票情報や
4) （調査票情報の提供）
第三十三条 行政機関の長又は届出独立行政法人等は，次の各号に掲げる者が当該各号に定める行
為を行う場合には，その行った統計調査に係る調査票情報を，これらの者に提供することができ
る。
一 行政機関等その他これに準ずる者として総務省令で定める者 統計の作成等又は統計を作成す
るための調査に係る名簿の作成
二 前号に掲げる者が行う統計の作成等と同等の公益性を有する統計の作成等として総務省令で定
めるものを行う者 当該総務省令で定める統計の作成等
（匿名データの作成）
第三十五条 行政機関の長又は届出独立行政法人等は，その行った統計調査に係る調査票情報を加
工して，匿名データを作成することができる。
2 行政機関の長は，前項の規定により基幹統計調査に係る匿名データを作成しようとするとき
は，あらかじめ，統計委員会の意見を聴かなければならない。
（匿名データの提供）
第三十六条 行政機関の長又は届出独立行政法人等は，学術研究の発展に資すると認める場合その
他の総務省令で定める場合には，総務省令で定めるところにより，一般からの求めに応じ，前条第
一項の規定により作成した匿名データを提供することができる。
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匿名データの適正管理（第42条），守秘義務（第43条），さらには罰則規定（第61条）に関す
る条項が明記されている。
他方，わが国の統計法制度においては，匿名データの作成と提供に関する詳細な手続き上
のルールを定めるために，「匿名データの作成・提供に係るガイドライン（総務省政策統括
官（統計基準担当）決定，以下『ガイドライン』と呼称）」が制定されている。『ガイドライ
ン』では，主として学術研究目的や教育目的のための匿名データの利用者の範囲5)を規定し
ているだけでなく，匿名データの利用申出の際に，匿名データの利用期間，利用場所・保管
場所を明示することの必要性を明記している。なお，調査票情報についても，調査票情報の
適正な管理方法や取り扱いの仕方に関する注意事項をまとめた「調査票情報等の管理及び情
報漏えい等の対策に関するガイドライン（総務省政策統括官（統計基準担当）決定）」が定
められている。
ところで，政府統計ミクロデータに関する秘匿性（data confidentiality）については，ミ
クロデータに含まれる個体識別リスク（identification risk）の定量的な評価を議論すること
が少なくない（Müller et al.（1995）；伊藤（2010）；伊藤・星野（2014）等）。具体的には，
侵入者（intruder）を設定した場合，特定の個体に関して侵入者が持っている外部情報（事
前情報（a priori knowledge））とミクロデータファイルに含まれるレコードがキー変数
（key variable）を通じて1対1に対応付けられ，その対応付けられたレコードが特定の個体
に関する情報であることが確認できた場合に，個体識別が成立するとみなされる。したがっ
て，「基本的には，調査単位とミクロデータの対応関係を特定されないようにする」ために，
政府統計ミクロデータのデータ特性に応じて，リコーディングやトップコーディング等の各
種の匿名化技法が適用されるだけでなく6)，主として外観識別性の高い属性を対象に，様々
な匿名化技法を組み合わせることによって，匿名データの作成が行われる7)。
3．パーソナルデータに関する検討会 技術検討WGにおける匿名化の議論の概要
本章では，パーソナルデータに関する検討会技術検討WGで取りまとめた『技術検討ワ
ーキンググループ報告書』（2013年12月刊行，以下『2013年報告書』と呼称）に基づきなが
5) 匿名データの提供における申出者と利用者の範囲はつぎのとおりである（『ガイドライン』，12ペ
ージ）。
・自ら責任を持って学術研究の発展に資すると認められる利用を行い得る者
・高等教育の発展に資すると認められる利用を行い得る者
・国際比較統計利活用事業を行い得る者
6) 『ガイドライン』，45ページ。
7) 『ガイドライン』，47ページ。
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が，統計法制度的な措置及び技術的な方法に基づいて作成・提供されているが，パーソナル
データの匿名化においても，匿名化の法制度的な側面と技術的な側面の両方から具体的に議
論する必要があるからである。本節では，わが国の統計法制度の下におけるミクロデータの
匿名化措置について概括することにしたい。
わが国の政府統計における「調査票情報（個票データ）」と「匿名データ」は，統計法第
2条第11項と第12項で定義されている。すなわち「統計調査によって集められた情報のう
ち，文書，図画又は電磁的記録によって記録されているもの」が，政府統計の「調査票情
報」に該当する。一方，政府統計の「匿名データ」も，「統計法上では一般の利用に供する
ことを目的として，調査票情報を特定の個人又は法人その他の団体の識別ができないように
加工したもの」と定義されている。
政府統計の調査票情報や匿名データは個人情報を含んでいることから，調査票情報や匿名
データの提供及び管理を行うことが統計法制度上で定められている。統計法におけるミクロ
データの提供に関する条文は，統計の作成ないしは統計的研究のための調査票情報の提供
（第33条），匿名データの作成（第35条），及び匿名データの提供（第36条）である4)。基幹
統計調査の場合，最初に，匿名データの作成について統計委員会に諮問が行われる。つぎ
に，統計委員会の匿名データ部会で基幹統計調査の匿名データに関する匿名性の検討を行っ
た上で，匿名データ部会の審議内容が統計委員会に報告される。そして，匿名データの作成
方法の妥当性に関して，統計委員会から答申が出されることになっている。その一方で，調
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第三十三条 行政機関の長又は届出独立行政法人等は，次の各号に掲げる者が当該各号に定める行
為を行う場合には，その行った統計調査に係る調査票情報を，これらの者に提供することができ
る。
一 行政機関等その他これに準ずる者として総務省令で定める者 統計の作成等又は統計を作成す
るための調査に係る名簿の作成
二 前号に掲げる者が行う統計の作成等と同等の公益性を有する統計の作成等として総務省令で定
めるものを行う者 当該総務省令で定める統計の作成等
（匿名データの作成）
第三十五条 行政機関の長又は届出独立行政法人等は，その行った統計調査に係る調査票情報を加
工して，匿名データを作成することができる。
2 行政機関の長は，前項の規定により基幹統計調査に係る匿名データを作成しようとするとき
は，あらかじめ，統計委員会の意見を聴かなければならない。
（匿名データの提供）
第三十六条 行政機関の長又は届出独立行政法人等は，学術研究の発展に資すると認める場合その
他の総務省令で定める場合には，総務省令で定めるところにより，一般からの求めに応じ，前条第
一項の規定により作成した匿名データを提供することができる。
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匿名データの適正管理（第42条），守秘義務（第43条），さらには罰則規定（第61条）に関す
る条項が明記されている。
他方，わが国の統計法制度においては，匿名データの作成と提供に関する詳細な手続き上
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ン』では，主として学術研究目的や教育目的のための匿名データの利用者の範囲5)を規定し
ているだけでなく，匿名データの利用申出の際に，匿名データの利用期間，利用場所・保管
場所を明示することの必要性を明記している。なお，調査票情報についても，調査票情報の
適正な管理方法や取り扱いの仕方に関する注意事項をまとめた「調査票情報等の管理及び情
報漏えい等の対策に関するガイドライン（総務省政策統括官（統計基準担当）決定）」が定
められている。
ところで，政府統計ミクロデータに関する秘匿性（data confidentiality）については，ミ
クロデータに含まれる個体識別リスク（identification risk）の定量的な評価を議論すること
が少なくない（Müller et al.（1995）；伊藤（2010）；伊藤・星野（2014）等）。具体的には，
侵入者（intruder）を設定した場合，特定の個体に関して侵入者が持っている外部情報（事
前情報（a priori knowledge））とミクロデータファイルに含まれるレコードがキー変数
（key variable）を通じて1対1に対応付けられ，その対応付けられたレコードが特定の個体
に関する情報であることが確認できた場合に，個体識別が成立するとみなされる。したがっ
て，「基本的には，調査単位とミクロデータの対応関係を特定されないようにする」ために，
政府統計ミクロデータのデータ特性に応じて，リコーディングやトップコーディング等の各
種の匿名化技法が適用されるだけでなく6)，主として外観識別性の高い属性を対象に，様々
な匿名化技法を組み合わせることによって，匿名データの作成が行われる7)。
3．パーソナルデータに関する検討会 技術検討WGにおける匿名化の議論の概要
本章では，パーソナルデータに関する検討会技術検討WGで取りまとめた『技術検討ワ
ーキンググループ報告書』（2013年12月刊行，以下『2013年報告書』と呼称）に基づきなが
5) 匿名データの提供における申出者と利用者の範囲はつぎのとおりである（『ガイドライン』，12ペ
ージ）。
・自ら責任を持って学術研究の発展に資すると認められる利用を行い得る者
・高等教育の発展に資すると認められる利用を行い得る者
・国際比較統計利活用事業を行い得る者
6) 『ガイドライン』，45ページ。
7) 『ガイドライン』，47ページ。
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ら，パーソナルデータにおける匿名化における議論の概要を述べる。
本検討会における課題は以下の2つに要約される。第1の課題は，現行の個人情報保護法
の解釈論として導入可能な「再識別不可能データ」化（提供事業者において容易照合性のな
い技術的匿名化）措置の内容に関する検討である。第2は，新たな立法措置を前提とした
「合理的な技術的匿名化措置」の内容についての検討である8)。
ところで，「匿名化（anonymization, disclosure control（limitation））」は，政府統計の分
野では用語として定着していると思われるが，パーソナルデータにおいて「匿名化」という
用語を用いる場合，分野によって異なるイメージを持っていることが考えられる。そこで，
技術検討WG においては，「匿名化」という用語を使用せず，「識別」と「特定」という用
語を用いて，「識別特定情報」，「識別非特定情報」と「非識別非特定情報」という3つの情
報を区別している。「識別特定情報」とは，個人が（識別されかつ）特定される状態の情報
であり，個人情報がそれに該当する。識別特定情報に対して，名称や住所等の直接的な識別
子の削除（「非特定化」）を行うことによって，「一人ひとりは識別されるが，個人が特定さ
れない状態の情報」に変換することが可能である。このような「非特定化」を行った情報は
「識別非特定情報」と呼称される。さらに，「識別非特定情報」に k 匿名化（同じ属性値の
組み合わせを持つレコードが k 個以上存在すること）といった処理（「非識別化」）を行う
ことによって，「一人ひとりが識別されない（かつ個人が特定されない）状態の情報」への
変換がなされる。それは，「非識別非特定情報」と呼ばれる9)。図 3-1 は，匿名化に関する
本WGで定義した用語の関係性を示したものである。
パーソナルデータに関する検討会の課題である「再識別不可能データ」化のための措置，
及び「合理的な技術的匿名化措置」については，技術検討WGの議論においてつぎの3つ
の結論が得られている10)。第1に，いかなる個人情報に対しても，識別非特定情報や非識別
非特定情報となるように加工できる汎用的な匿名化の技術は存在しないことである。第2
に，特定の情報に対して識別非特定情報または非識別非特定情報に加工するための技法の適
用可能性は，パーソナルデータの特性に応じて判断されるべきだということである。そし
て，第3に，「（仮称）法第23条1項適用除外情報｣11)というカテゴリーが設定されるのであ
8) 『2013年報告書』，1ページ。
9) 前掲書，10-11ページ。
10) 前掲書，20-21，23ページ。
11) 個人情報保護法における「法第23条1項」とは以下の条文である。
（第三者提供の制限）
第二十三条 個人情報取扱事業者は，次に掲げる場合を除くほか，あらかじめ本人の同意を得ない
で，個人データを第三者に提供してはならない。
一 法令に基づく場合
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れば，情報の受領者（第三者）への提供において，第三者による特定化・識別化が禁止され
ることを要件として，個人特定性が低減された個人情報の第三者提供が容認されることであ
る。
技術検討WG においては，⑴乗降履歴，⑵購買履歴や視聴履歴，⑶統計データ，⑷画
像，映像，音声，文章などのデータとインターネットのそれぞれについて，匿名化措置に関
する技術的な考察が行われた。その中で，統計データにおける匿名化に関しては，『2013年
報告書』においてつぎの3点が指摘されている12)。
⑴ わが国の統計制度においては，匿名データは，統計法と「匿名データの作成・提供に
係るガイドライン」に基づいて作成されており，基幹統計調査の匿名データに関して
は，統計委員会への諮問が行われた後に，匿名データの作成方法の妥当性に関する統計
委員会からの答申に基づいて匿名データの作成・提供が可能になること。
⑵ 政府統計の匿名データにおいては，様々な法制度的な措置及び技術的な手法を適用す
（以下省略）。
12) 前掲書，17-18ページ。
政府統計データにおける匿名化について(伊藤)2015 463
図 3-1 匿名化に関する本WGで定義した用語の関係性
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（出所）『2013年報告書』，12ページ。
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非特定情報となるように加工できる汎用的な匿名化の技術は存在しないことである。第2
に，特定の情報に対して識別非特定情報または非識別非特定情報に加工するための技法の適
用可能性は，パーソナルデータの特性に応じて判断されるべきだということである。そし
て，第3に，「（仮称）法第23条1項適用除外情報｣11)というカテゴリーが設定されるのであ
8) 『2013年報告書』，1ページ。
9) 前掲書，10-11ページ。
10) 前掲書，20-21，23ページ。
11) 個人情報保護法における「法第23条1項」とは以下の条文である。
（第三者提供の制限）
第二十三条 個人情報取扱事業者は，次に掲げる場合を除くほか，あらかじめ本人の同意を得ない
で，個人データを第三者に提供してはならない。
一 法令に基づく場合
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れば，情報の受領者（第三者）への提供において，第三者による特定化・識別化が禁止され
ることを要件として，個人特定性が低減された個人情報の第三者提供が容認されることであ
る。
技術検討WG においては，⑴乗降履歴，⑵購買履歴や視聴履歴，⑶統計データ，⑷画
像，映像，音声，文章などのデータとインターネットのそれぞれについて，匿名化措置に関
する技術的な考察が行われた。その中で，統計データにおける匿名化に関しては，『2013年
報告書』においてつぎの3点が指摘されている12)。
⑴ わが国の統計制度においては，匿名データは，統計法と「匿名データの作成・提供に
係るガイドライン」に基づいて作成されており，基幹統計調査の匿名データに関して
は，統計委員会への諮問が行われた後に，匿名データの作成方法の妥当性に関する統計
委員会からの答申に基づいて匿名データの作成・提供が可能になること。
⑵ 政府統計の匿名データにおいては，様々な法制度的な措置及び技術的な手法を適用す
（以下省略）。
12) 前掲書，17-18ページ。
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図 3-1 匿名化に関する本WGで定義した用語の関係性
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（出所）『2013年報告書』，12ページ。
ることによって，調査客体が特定される可能性が十分に低く，匿名性が十分に確保され
ていると判断された場合に，政府統計の匿名データの作成・提供が可能になること。
⑶ 匿名データの作成において適用される技術的な手法の概要は，統計委員会への諮問に
おいて公開されているが，統計委員会の匿名データ部会における審議資料や議事内容の
詳細に関しては，調査客体の特定化のリスクを減らすために，非公開になっている場合
があること。
これらの点を踏まえ，『2013年報告書』は，統計データにおいても，統計制度の下での匿
名データの作成・提供の観点から考察した場合，合理的な匿名化の水準を汎用的に示すこと
は困難であることを結論付けている。
技術検討WG による『2013年報告書』が刊行された後に，2013年12月に「パーソナルデ
ータの利活用に関する制度見直し方針」（以下「見直し方針」と略称）が出された。「見直し
方針」では，パーソナルデータの利活用に関する制度見直し事項として，⑴パーソナルデ
ータにおける利活用とプライバシー保護の両面に立った第三者機関（プライバシー・コミッ
ショナー）の体制整備，⑵パーソナルデータを加工して個人が特定される可能性を低減し
たデータの個人情報及びプライバシー保護への影響に留意した取扱いの必要性の2点を指摘
している。このことは，パーソナルデータの利活用と保護の両面に立って匿名化措置の適用
可能性を追究する必要性を示唆している。さらに，「見直し方針」では，2014年6月まで個
人情報保護法の法改正の大綱を取りまとめた上で，2015年1月に改正案を国会に提出するス
ケジュールが提示されている。
4．パーソナルデータの匿名化に向けたさらなる展開
パーソナルデータに関する検討会は，2014年3月から再開され（2014年1月より座長 宇
賀克也（東京大学教授）），「見直し方針」を踏まえた形で，保護されるパーソナルデータの
範囲の明確化とパーソナルデータを加工することによって個人が特定される可能性を低減し
たデータの取り扱い，さらには，第三者機関の設置を中心に議論を行ってきた。本検討会で
新たに出された検討課題は，①「（仮称）準個人情報」の定義や考え方の整理，②「（仮称）
個人特定性低減データ」の定義と「個人情報」や「（仮称）準個人情報」から加工する場合
の最低限かつ具体的な加工方法であって，これらの課題は技術的な議論を要することから，
技術検討WGにおいてさらに検討を進めることとなった（2014年4月～5月にかけて2回
公式会合が開催）。これらの検討の成果として，2014年5月に『技術検討ワーキンググルー
プ報告書～「（仮称）準個人情報」及び「（仮称）個人特定性低減データ」に関する技術的観
点からの考察について～』（以下『2014年報告書』と呼称）が刊行された。本節では，『2014
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年報告書』を踏まえながら，技術検討WGの公式会合において筆者が行った報告をもとに，
パーソナルデータにおける匿名化に向けた議論のさらなる展開について論じることにした
い。
技術検討WG での検討課題の1つである「（仮称）準個人情報」とは，「特定の個人が識
別されていない情報であっても，特定の個人が識別されるおそれのある情報」と定義され
る。図 4-1 に示されるように，氏名，住所，顔画像といった「個人情報」としての明示的な
位置付けが可能な情報とは別に，携帯端末 ID，顔認識データ，位置データ，メールアドレ
スといった特定の個人を識別するのではないが，その取扱いによっては本人に権利侵害をも
たらす可能性が高い情報が「（仮称）準個人情報」と位置付けられている。
当初，事務局（内閣官房 IT 総合戦略本部）による案では，つぎの3つのタイプの情報が
「（仮称）準個人情報」の対象となっていた。すなわち，
「個人情報に該当するものを除き，生存する個人に関する情報であって，次に例示する
もの及びこれに類するものを含む情報
① パスポート番号，免許証番号，IP アドレス，携帯端末 ID等の個人又は個人の情報
通信端末（携帯電話端末，PC端末等）等に付番され，継続して共用されるもの
② 顔認識データ，遺伝子情報，声紋並びに指紋等，個人の生体的・身体的特性に関す
る情報で，普遍性を有するもの
③ 移動履歴，購買履歴等の特徴的な行動の履歴｣13)
一方，「（仮称）準個人情報」に匿名化措置を施すことによって個人の特定性が低減された
データ（「個人特定性低減データ」）の作成を行う上では，上記の事務局案で示された「（仮
称）準個人情報」のタイプごとに，個人特定性低減データに加工するための技法を検討する
必要がある。具体的には，上記の3タイプの「（仮称）準個人情報」のそれぞれに関して，
次の3点を指摘することができる。
第1に，「個人又は個人の情報通信端末等に付番され，継続して共用される情報」につい
ては，本人確認のために使われる情報か否かが，その情報の特定性に作用すると考えられ
る。これらの「個人又は個人の情報通信端末等にかかわる」個体識別情報（名前，住所等の
直接的な識別子）を任意の一連番号に置き換えたデータとしても，変数の組み合わせによっ
て一意となる場合が生じる。
13) 『2014年報告書』，9-10ページ。
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ることによって，調査客体が特定される可能性が十分に低く，匿名性が十分に確保され
ていると判断された場合に，政府統計の匿名データの作成・提供が可能になること。
⑶ 匿名データの作成において適用される技術的な手法の概要は，統計委員会への諮問に
おいて公開されているが，統計委員会の匿名データ部会における審議資料や議事内容の
詳細に関しては，調査客体の特定化のリスクを減らすために，非公開になっている場合
があること。
これらの点を踏まえ，『2013年報告書』は，統計データにおいても，統計制度の下での匿
名データの作成・提供の観点から考察した場合，合理的な匿名化の水準を汎用的に示すこと
は困難であることを結論付けている。
技術検討WG による『2013年報告書』が刊行された後に，2013年12月に「パーソナルデ
ータの利活用に関する制度見直し方針」（以下「見直し方針」と略称）が出された。「見直し
方針」では，パーソナルデータの利活用に関する制度見直し事項として，⑴パーソナルデ
ータにおける利活用とプライバシー保護の両面に立った第三者機関（プライバシー・コミッ
ショナー）の体制整備，⑵パーソナルデータを加工して個人が特定される可能性を低減し
たデータの個人情報及びプライバシー保護への影響に留意した取扱いの必要性の2点を指摘
している。このことは，パーソナルデータの利活用と保護の両面に立って匿名化措置の適用
可能性を追究する必要性を示唆している。さらに，「見直し方針」では，2014年6月まで個
人情報保護法の法改正の大綱を取りまとめた上で，2015年1月に改正案を国会に提出するス
ケジュールが提示されている。
4．パーソナルデータの匿名化に向けたさらなる展開
パーソナルデータに関する検討会は，2014年3月から再開され（2014年1月より座長 宇
賀克也（東京大学教授）），「見直し方針」を踏まえた形で，保護されるパーソナルデータの
範囲の明確化とパーソナルデータを加工することによって個人が特定される可能性を低減し
たデータの取り扱い，さらには，第三者機関の設置を中心に議論を行ってきた。本検討会で
新たに出された検討課題は，①「（仮称）準個人情報」の定義や考え方の整理，②「（仮称）
個人特定性低減データ」の定義と「個人情報」や「（仮称）準個人情報」から加工する場合
の最低限かつ具体的な加工方法であって，これらの課題は技術的な議論を要することから，
技術検討WGにおいてさらに検討を進めることとなった（2014年4月～5月にかけて2回
公式会合が開催）。これらの検討の成果として，2014年5月に『技術検討ワーキンググルー
プ報告書～「（仮称）準個人情報」及び「（仮称）個人特定性低減データ」に関する技術的観
点からの考察について～』（以下『2014年報告書』と呼称）が刊行された。本節では，『2014
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年報告書』を踏まえながら，技術検討WGの公式会合において筆者が行った報告をもとに，
パーソナルデータにおける匿名化に向けた議論のさらなる展開について論じることにした
い。
技術検討WG での検討課題の1つである「（仮称）準個人情報」とは，「特定の個人が識
別されていない情報であっても，特定の個人が識別されるおそれのある情報」と定義され
る。図 4-1 に示されるように，氏名，住所，顔画像といった「個人情報」としての明示的な
位置付けが可能な情報とは別に，携帯端末 ID，顔認識データ，位置データ，メールアドレ
スといった特定の個人を識別するのではないが，その取扱いによっては本人に権利侵害をも
たらす可能性が高い情報が「（仮称）準個人情報」と位置付けられている。
当初，事務局（内閣官房 IT 総合戦略本部）による案では，つぎの3つのタイプの情報が
「（仮称）準個人情報」の対象となっていた。すなわち，
「個人情報に該当するものを除き，生存する個人に関する情報であって，次に例示する
もの及びこれに類するものを含む情報
① パスポート番号，免許証番号，IP アドレス，携帯端末 ID等の個人又は個人の情報
通信端末（携帯電話端末，PC端末等）等に付番され，継続して共用されるもの
② 顔認識データ，遺伝子情報，声紋並びに指紋等，個人の生体的・身体的特性に関す
る情報で，普遍性を有するもの
③ 移動履歴，購買履歴等の特徴的な行動の履歴｣13)
一方，「（仮称）準個人情報」に匿名化措置を施すことによって個人の特定性が低減された
データ（「個人特定性低減データ」）の作成を行う上では，上記の事務局案で示された「（仮
称）準個人情報」のタイプごとに，個人特定性低減データに加工するための技法を検討する
必要がある。具体的には，上記の3タイプの「（仮称）準個人情報」のそれぞれに関して，
次の3点を指摘することができる。
第1に，「個人又は個人の情報通信端末等に付番され，継続して共用される情報」につい
ては，本人確認のために使われる情報か否かが，その情報の特定性に作用すると考えられ
る。これらの「個人又は個人の情報通信端末等にかかわる」個体識別情報（名前，住所等の
直接的な識別子）を任意の一連番号に置き換えたデータとしても，変数の組み合わせによっ
て一意となる場合が生じる。
13) 『2014年報告書』，9-10ページ。
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第2に，「個人の生体的・身体的特性に関する情報」は，「顔認識データ」のように「それ
だけで」一意に特定することが可能な情報と，人種のように（例えば，地域を狭めることに
よって）条件付きで一意の特定が可能な情報に類別可能だと考えられる。このような「個人
の身体的特性にかかわる」情報に関しても詳細な地域情報が含まれる場合を勘案すると，変
数の削除だけでは十分でない場合があると思われる。さらに，属性によっては，直接的な識
別子の削除を含む変数の削除のような手法を用いた場合には，情報量損失はむしろ大きくな
る。こうしたタイプの「（仮称）準個人情報」を個人特定性低減データに加工するためには，
直接的な識別子の削除を含むの変数の削除だけでなく，属性情報に応じてさらなる加工が必
要と思われる。
第3に「特徴的な行動の履歴」については，（例えば）移動履歴に限らず，一意に該当し
かつ特異なレコードも「特徴的」なレコードと考えられる。「特徴的な行動の履歴」 につい
ては，「特殊な一意（special uniques）」に該当するレコードがそれに該当する可能性があ
る14)。そのため，特殊な一意に該当するレコードの探索及び特殊な一意に対する加工方法の
14) 特殊な一意とは，「K個のキー変数の集合において標本一意であるだけでなく，Kの部分集合で
ある k個（のキー変数の集合）においても標本一意となること」によって，「疫学的に特異である
ために，本質的に（intrinsically）まれな属性群の組み合わせを有する」レコードは「特殊な一意」
だと考えられる（Elliot（2001））。このことから，少数のキー変数の組み合わせにおいても，一意
になるレコードは，特殊な一意に該当するとみなされる（伊藤・星野（2014），3ページ）。
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図 4-1 「準個人情報」の位置付け
個人情報
氏名
住所
顔画像
端末ID
位置
データ
メール
アドレス
顔認識
データ
非個人情報
（仮称）準個人情報
第三者機関のガイドライン，事前相談により，
範囲を明確化
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本人に権利利益侵害がもたらされる可能性が
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（出所）『2014年報告書』，2ページ。
検討が求められる。さらに，「特徴的な行動の履歴」には，位置データと日時を含む移動履
歴のような情報も含まれるが，こうした情報に対しては，時点（時間）情報や地点（地域）
情報を粗くすることによって，特定性低減の程度を高める必要がある。
一方，個人特定性低減データを作成するための加工方法については，政府統計ミクロデー
タに適用される技術的な匿名化手法は参考になると考えられる。政府統計ミクロデータに用
いられる匿名化技法は，非攪乱的な手法（non-perturbative method）と攪乱的な手法（per-
turbative method）に大別される。非攪乱的な手法については，例えば，レコードの一部抽
出（サンプリング，リサンプリング），再符号化（リコーディング），トップ（ボトム）・コ
ーディング，レコード削除が該当し，攪乱的な手法については，スワッピング，ノイズの付
加，ミクロアグリゲーション等の手法が含まれる15)。
わが国の政府統計の匿名データについては，技術的な手法としては，最低限必須の加工方
法である直接的な識別子の削除だけでなく，レコードの一部抽出（サンプリング，リサンプ
リング），再符号化，レコード削除といった非攪乱的な手法が基本的な匿名化技法として用
いられてきた。これらの手法は，必須ではないと思われるが優先度は高い。そして，国勢調
査の匿名データにおいては，上記の非攪乱的な手法だけでなく，攪乱的手法としてスワッピ
ングが適用された。
わが国の政府統計の匿名データの作成において，レコードの一部抽出（サンプリング，リ
サンプリング）は，有力な匿名化技法の1つとして特に用いられてきた。「個人情報」及び
「（仮称）準個人情報」から個人特定性低減データへ加工するための方法の1つとして，レコ
ードの一部抽出（サンプリング）を行うことによって，個人特定性の低減が可能になると思
われる。さらに，レコードの一部抽出を行う場合，抽出率や抽出方法を公開しないことも有
効な措置になりうる。
他方，匿名化技法が適用されていない政府統計の個票データにおいては，わが国でもイン
ターネット回線に接続されないオンサイト施設で個票データに直接アクセスするシステム
や，大学の研究室からでもリモートアクセスによってログインし，個票データにアクセスす
ることが可能なシステムが議論されてきた。したがって，パーソナルデータの利活用におい
ても，特定化の困難性の程度が低い個人特定性低減データについては，データアクセス・提
供のシステムに関する議論も検討に値すると考える。
技術検討WGにおいて様々な議論が行われた結果，『2014年報告書』において，「（仮称）
準個人情報」と「（仮称）個人特定性低減データ」は，つぎのように定義されることとなっ
た。「（仮称）準個人情報」は，⑴個人情報ではないこと，⑵生存する個人に関する情報に
15) 伊藤・星野（2014），1ページ。
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第2に，「個人の生体的・身体的特性に関する情報」は，「顔認識データ」のように「それ
だけで」一意に特定することが可能な情報と，人種のように（例えば，地域を狭めることに
よって）条件付きで一意の特定が可能な情報に類別可能だと考えられる。このような「個人
の身体的特性にかかわる」情報に関しても詳細な地域情報が含まれる場合を勘案すると，変
数の削除だけでは十分でない場合があると思われる。さらに，属性によっては，直接的な識
別子の削除を含む変数の削除のような手法を用いた場合には，情報量損失はむしろ大きくな
る。こうしたタイプの「（仮称）準個人情報」を個人特定性低減データに加工するためには，
直接的な識別子の削除を含むの変数の削除だけでなく，属性情報に応じてさらなる加工が必
要と思われる。
第3に「特徴的な行動の履歴」については，（例えば）移動履歴に限らず，一意に該当し
かつ特異なレコードも「特徴的」なレコードと考えられる。「特徴的な行動の履歴」 につい
ては，「特殊な一意（special uniques）」に該当するレコードがそれに該当する可能性があ
る14)。そのため，特殊な一意に該当するレコードの探索及び特殊な一意に対する加工方法の
14) 特殊な一意とは，「K個のキー変数の集合において標本一意であるだけでなく，Kの部分集合で
ある k個（のキー変数の集合）においても標本一意となること」によって，「疫学的に特異である
ために，本質的に（intrinsically）まれな属性群の組み合わせを有する」レコードは「特殊な一意」
だと考えられる（Elliot（2001））。このことから，少数のキー変数の組み合わせにおいても，一意
になるレコードは，特殊な一意に該当するとみなされる（伊藤・星野（2014），3ページ）。
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図 4-1 「準個人情報」の位置付け
個人情報
氏名
住所
顔画像
端末ID
位置
データ
メール
アドレス
顔認識
データ
非個人情報
（仮称）準個人情報
第三者機関のガイドライン，事前相談により，
範囲を明確化
特定個人を識別しないが，その取扱いによって
本人に権利利益侵害がもたらされる可能性が
高いもの
（出所）『2014年報告書』，2ページ。
検討が求められる。さらに，「特徴的な行動の履歴」には，位置データと日時を含む移動履
歴のような情報も含まれるが，こうした情報に対しては，時点（時間）情報や地点（地域）
情報を粗くすることによって，特定性低減の程度を高める必要がある。
一方，個人特定性低減データを作成するための加工方法については，政府統計ミクロデー
タに適用される技術的な匿名化手法は参考になると考えられる。政府統計ミクロデータに用
いられる匿名化技法は，非攪乱的な手法（non-perturbative method）と攪乱的な手法（per-
turbative method）に大別される。非攪乱的な手法については，例えば，レコードの一部抽
出（サンプリング，リサンプリング），再符号化（リコーディング），トップ（ボトム）・コ
ーディング，レコード削除が該当し，攪乱的な手法については，スワッピング，ノイズの付
加，ミクロアグリゲーション等の手法が含まれる15)。
わが国の政府統計の匿名データについては，技術的な手法としては，最低限必須の加工方
法である直接的な識別子の削除だけでなく，レコードの一部抽出（サンプリング，リサンプ
リング），再符号化，レコード削除といった非攪乱的な手法が基本的な匿名化技法として用
いられてきた。これらの手法は，必須ではないと思われるが優先度は高い。そして，国勢調
査の匿名データにおいては，上記の非攪乱的な手法だけでなく，攪乱的手法としてスワッピ
ングが適用された。
わが国の政府統計の匿名データの作成において，レコードの一部抽出（サンプリング，リ
サンプリング）は，有力な匿名化技法の1つとして特に用いられてきた。「個人情報」及び
「（仮称）準個人情報」から個人特定性低減データへ加工するための方法の1つとして，レコ
ードの一部抽出（サンプリング）を行うことによって，個人特定性の低減が可能になると思
われる。さらに，レコードの一部抽出を行う場合，抽出率や抽出方法を公開しないことも有
効な措置になりうる。
他方，匿名化技法が適用されていない政府統計の個票データにおいては，わが国でもイン
ターネット回線に接続されないオンサイト施設で個票データに直接アクセスするシステム
や，大学の研究室からでもリモートアクセスによってログインし，個票データにアクセスす
ることが可能なシステムが議論されてきた。したがって，パーソナルデータの利活用におい
ても，特定化の困難性の程度が低い個人特定性低減データについては，データアクセス・提
供のシステムに関する議論も検討に値すると考える。
技術検討WGにおいて様々な議論が行われた結果，『2014年報告書』において，「（仮称）
準個人情報」と「（仮称）個人特定性低減データ」は，つぎのように定義されることとなっ
た。「（仮称）準個人情報」は，⑴個人情報ではないこと，⑵生存する個人に関する情報に
15) 伊藤・星野（2014），1ページ。
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含まれる識別子又は識別子に該当するものであって，①一意性／単射性を有する（識別子
と個人が1対1の対応関係にある）もの，②共用性を有する（同一の識別子が複数の事業
者で保有されるかあるいは複数のサービスで共通に利用される）もの，③変更あるいは利
用停止が容易ではないもの，又は不変性を有する（時間や状態によって動的に変化しない）
ものであること，⑶⑴と⑵のすべての条件を満たす識別子か識別子に該当するものであっ
て，密接性を有するものとして，①個人又は個人が使用する通信端末機器等に関するもの，
②個人の身体的特性に関するもの，③上記の2項目のほか，特定の個人の識別につながる
多量又は多様な情報の収集を可能にするものと定義されている16)。一方，「（仮称）個人特定
性低減データ」は，「個人情報」に対して「特定の個人を識別させる情報に加工を施して，
特定の個人を識別することができないようにしたもの」であり，「（仮称）準個人情報」に対
しても「当該データに含まれる識別子（又は識別子に相当する機能を有するもの）に加工を
施して特定の対象を識別することができないようにしたもの」と明記されている17)。
さらに，『2014年報告書』は，「（仮称）個人特定性低減データ」の作成については，「すべ
てのデータに対して有効となるような具体的な加工方法を提示することは困難で」あって，
「最低限の加工方法を定義することはできないことから，特定の個人の識別性を低減させる
ことと利活用のニーズとのバランスを考慮し，事業者自らの判断と責任において，適切な加
工を施すことが必要である」と結論付けている18)。
5．パーソナルデータと統計表
パーソナルデータの利用・販売において，「統計（データ）」という形に加工して，パーソ
ナルデータの利用促進を図る可能性が考えられる。『2013年報告書』では，統計データにお
ける匿名化を議論するために，統計に関する定義を行っているが，それによれば，統計は，
「一定の条件（時間・空間・標識・単位）で定められた集団について調べた（あるいは集め
た）結果を集計・加工して得られた数値」とされている19)。このような「集計・加工して得
られた数値」である統計データは，「統計表」の形で一般に認識されているが，パーソナル
データの議論において，統計表はどのように整理できるであろうか。本節では，パーソナル
データと統計表との関係について考察することにしたい。
竹内啓編（1989）『統計学辞典』によれば，統計表は，「いくつかの変数値区分の組み合わ
せの各セルごとに，対応する観測単位数，あるいは観測単位のもつ値の平均値や比率などの
16) 『2014年報告書』，15ページ。
17) 前掲書，25ページ。
18) 前掲書，24-26ページ。
19) 『2013年報告書』，18ページ。
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統計量を表示した，表形式の集計データ」20)と定義されている。一方，わが国の統計法で
は，統計ないしは統計表の定義は明文化されていないが，公表される統計表（あるいは集計
結果表）は，一般的に基本的と考えられる調査事項をクロスさせた集計表であり，低次元の
集計表として調査票情報から作成されると考えられている21)。
こうした統計表に関する定義に基づくのであれば，統計制度の下で公的統計の調査票情報
から作成された集計結果表は，調査票情報そのものとは異なると考えることができる。さら
に，匿名データは，統計法36条によれば，「調査票情報を加工したもの」と規定されており，
わが国の統計法制度の下では，匿名データは調査票情報の一種と捉えられる。このことか
ら，集計結果表は作成方法の点で匿名データとは基本的に異なるということができよう。
一方，データ構造の観点から見れば，集計結果表と匿名化ミクロデータが対応関係を持つ
場合がある。図 5-1 は，個票データとミクロアグリゲートデータ（個票データにミクロアグ
リゲーションを適用することによって作成されたデータ）との関係を示したものである。図
5-1 では，例として，質的属性として性別，雇用形態と週間就業時間を，量的属性として年
間収入をそれぞれ含む個票データが設定されている。性別，雇用形態と週間就業時間を集計
事項としたクロス集計表を作成することが可能であるが，このクロス集計表におけるセルの
度数と，性別，雇用形態と週間就業時間の質的属性について同じ属性値を持つレコード群
（以下「同質属性値レコード群」と呼称）内のレコード数は一致する。つぎに，同質属性値
レコード群内における年間収入の合計を同じレコード群内におけるレコード総数で割ること
によって質的属性における分類区分の組合せ（図 5-1 の例では，性別が1：男，雇用形態が
1：正規の職員・従業員，週間就業時間が4：60時間以上），及び量的属性に関する平均値
（図 5-1 では年間収入が1800万円）から構成される数値群が得られる。各レコードが持つ属
性値群は，あくまで集計値として位置付けられているが，これは，質的属性値群と量的属性
の平均値群から構成された個票データに準じたデータとみなすことができる。これらのレコ
ードのおのおのについて該当する総数だけレコードを「複製」することによって，ミクロア
グリゲートデータが編成される22)。
図 5-1 では，4変数のみを含む個票データを用いて議論しているが，政府統計の個票デー
タの場合は，政府統計の個票データが持つすべての属性（調査事項）群を集計事項とした多
重クロス集計表を作成し，その集計表からミクロアグリゲートデータを作成することが理論
的には可能である。それは，個票データが有するすべての属性群を集計事項の対象とした上
20) 竹内編（1989），284ページ。
21) 山口他（2013），5-6ページ。
22) 伊藤（2009），211ページ。
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含まれる識別子又は識別子に該当するものであって，①一意性／単射性を有する（識別子
と個人が1対1の対応関係にある）もの，②共用性を有する（同一の識別子が複数の事業
者で保有されるかあるいは複数のサービスで共通に利用される）もの，③変更あるいは利
用停止が容易ではないもの，又は不変性を有する（時間や状態によって動的に変化しない）
ものであること，⑶⑴と⑵のすべての条件を満たす識別子か識別子に該当するものであっ
て，密接性を有するものとして，①個人又は個人が使用する通信端末機器等に関するもの，
②個人の身体的特性に関するもの，③上記の2項目のほか，特定の個人の識別につながる
多量又は多様な情報の収集を可能にするものと定義されている16)。一方，「（仮称）個人特定
性低減データ」は，「個人情報」に対して「特定の個人を識別させる情報に加工を施して，
特定の個人を識別することができないようにしたもの」であり，「（仮称）準個人情報」に対
しても「当該データに含まれる識別子（又は識別子に相当する機能を有するもの）に加工を
施して特定の対象を識別することができないようにしたもの」と明記されている17)。
さらに，『2014年報告書』は，「（仮称）個人特定性低減データ」の作成については，「すべ
てのデータに対して有効となるような具体的な加工方法を提示することは困難で」あって，
「最低限の加工方法を定義することはできないことから，特定の個人の識別性を低減させる
ことと利活用のニーズとのバランスを考慮し，事業者自らの判断と責任において，適切な加
工を施すことが必要である」と結論付けている18)。
5．パーソナルデータと統計表
パーソナルデータの利用・販売において，「統計（データ）」という形に加工して，パーソ
ナルデータの利用促進を図る可能性が考えられる。『2013年報告書』では，統計データにお
ける匿名化を議論するために，統計に関する定義を行っているが，それによれば，統計は，
「一定の条件（時間・空間・標識・単位）で定められた集団について調べた（あるいは集め
た）結果を集計・加工して得られた数値」とされている19)。このような「集計・加工して得
られた数値」である統計データは，「統計表」の形で一般に認識されているが，パーソナル
データの議論において，統計表はどのように整理できるであろうか。本節では，パーソナル
データと統計表との関係について考察することにしたい。
竹内啓編（1989）『統計学辞典』によれば，統計表は，「いくつかの変数値区分の組み合わ
せの各セルごとに，対応する観測単位数，あるいは観測単位のもつ値の平均値や比率などの
16) 『2014年報告書』，15ページ。
17) 前掲書，25ページ。
18) 前掲書，24-26ページ。
19) 『2013年報告書』，18ページ。
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統計量を表示した，表形式の集計データ」20)と定義されている。一方，わが国の統計法で
は，統計ないしは統計表の定義は明文化されていないが，公表される統計表（あるいは集計
結果表）は，一般的に基本的と考えられる調査事項をクロスさせた集計表であり，低次元の
集計表として調査票情報から作成されると考えられている21)。
こうした統計表に関する定義に基づくのであれば，統計制度の下で公的統計の調査票情報
から作成された集計結果表は，調査票情報そのものとは異なると考えることができる。さら
に，匿名データは，統計法36条によれば，「調査票情報を加工したもの」と規定されており，
わが国の統計法制度の下では，匿名データは調査票情報の一種と捉えられる。このことか
ら，集計結果表は作成方法の点で匿名データとは基本的に異なるということができよう。
一方，データ構造の観点から見れば，集計結果表と匿名化ミクロデータが対応関係を持つ
場合がある。図 5-1 は，個票データとミクロアグリゲートデータ（個票データにミクロアグ
リゲーションを適用することによって作成されたデータ）との関係を示したものである。図
5-1 では，例として，質的属性として性別，雇用形態と週間就業時間を，量的属性として年
間収入をそれぞれ含む個票データが設定されている。性別，雇用形態と週間就業時間を集計
事項としたクロス集計表を作成することが可能であるが，このクロス集計表におけるセルの
度数と，性別，雇用形態と週間就業時間の質的属性について同じ属性値を持つレコード群
（以下「同質属性値レコード群」と呼称）内のレコード数は一致する。つぎに，同質属性値
レコード群内における年間収入の合計を同じレコード群内におけるレコード総数で割ること
によって質的属性における分類区分の組合せ（図 5-1 の例では，性別が1：男，雇用形態が
1：正規の職員・従業員，週間就業時間が4：60時間以上），及び量的属性に関する平均値
（図 5-1 では年間収入が1800万円）から構成される数値群が得られる。各レコードが持つ属
性値群は，あくまで集計値として位置付けられているが，これは，質的属性値群と量的属性
の平均値群から構成された個票データに準じたデータとみなすことができる。これらのレコ
ードのおのおのについて該当する総数だけレコードを「複製」することによって，ミクロア
グリゲートデータが編成される22)。
図 5-1 では，4変数のみを含む個票データを用いて議論しているが，政府統計の個票デー
タの場合は，政府統計の個票データが持つすべての属性（調査事項）群を集計事項とした多
重クロス集計表を作成し，その集計表からミクロアグリゲートデータを作成することが理論
的には可能である。それは，個票データが有するすべての属性群を集計事項の対象とした上
20) 竹内編（1989），284ページ。
21) 山口他（2013），5-6ページ。
22) 伊藤（2009），211ページ。
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で作成される n次元の多重クロス集計表（以下，「超高次元クロス集計表」と呼称）であっ
て，あらゆる属性の組合せが集計事項として設定可能な集計表である（図 5-2）。また，図
5-2 に見られるように，超高次元クロス集計表は，一次元から n次元までのあらゆる次元の
クロス集計表を包含している。さらに，超高次元クロス集計表において設定される集計事項
に関する分類区分の統合を行うことによって，新たな集計表の作成も可能である23)。このよ
うに超高次元クロス集計表に基づいて作成されるミクロアグリゲートデータに関しては，統
計表に含まれるセルとの対応付けを行うことができる。
このことは，匿名化ミクロデータと統計表においてデータ構造の観点から明示的な線引き
を行うのは困難であることを意味している24)。
ところで，『2013年報告書』で議論されたように，パーソナルデータにおいては，個人情
報としての識別特定情報は，個人の氏名や住所等の直接的な識別子の削除といった非特定化
を行うことによって，識別非特定情報に変換される。『2014年報告書』では，識別非特定情
報に位置付けられる「（仮称）準個人情報」に対して加工を施すことによって，より識別化
が困難な「（仮称）個人特定性低減データ」が作成される（図 5-3）。特定化あるいは識別化
の困難性の観点からいえば，個人特定性の低減を指向した各種の加工を行うことによって，
識別化の困難性の程度が異なる様々な個人特定性低減データの作成が可能になる。
個人特定性低減データと統計データとの関連性については，つぎのように考えることがで
きる。『2013年報告書』によれば，統計データに関しては，「過去の実績・経験等も考慮する
と，統計においては個人が特定される（又は個人が識別される）可能性は非常に低くなって
いるものの，さらに必要に応じて統計に加工が施されることもある」。さらに，「可能性とい
う観点からいえば，他の多種多様なデータと組合わされる可能性があるという現状において
は，どういったデータとの照合も一切不可能であると理論的に証明できるものではないが，
統計における個人の特定化又は識別化は，極めて困難である｣25)。このことは，統計におい
ては，特定化あるいは識別化が事実上「困難」であるが，「不可能」であるとは言えないこ
とを意味している。匿名化ミクロデータと統計表においてデータ構造における明確な区別が
困難だとみなされるのであれば，統計表は，個人特定性低減データの中で，識別化の困難性
の程度が非常に高いデータとして位置付けることが可能である。さらに，統計データにおい
23) 同上，211-212ページ。
24) 超高次元クロス集計表の枠組においては，リコーディングやノイズといったミクロアグリゲーシ
ョン以外の匿名化技法を適用した場合でも，匿名化ミクロデータに含まれるレコードの属性値と個
票データにあらかじめリコーディングやノイズを適用した上で作成した超高次元クロス集計表のセ
ルの数値は1対1に対応すると考えられる。
25) 『2013年報告書』，19ページ。
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で作成される n次元の多重クロス集計表（以下，「超高次元クロス集計表」と呼称）であっ
て，あらゆる属性の組合せが集計事項として設定可能な集計表である（図 5-2）。また，図
5-2 に見られるように，超高次元クロス集計表は，一次元から n次元までのあらゆる次元の
クロス集計表を包含している。さらに，超高次元クロス集計表において設定される集計事項
に関する分類区分の統合を行うことによって，新たな集計表の作成も可能である23)。このよ
うに超高次元クロス集計表に基づいて作成されるミクロアグリゲートデータに関しては，統
計表に含まれるセルとの対応付けを行うことができる。
このことは，匿名化ミクロデータと統計表においてデータ構造の観点から明示的な線引き
を行うのは困難であることを意味している24)。
ところで，『2013年報告書』で議論されたように，パーソナルデータにおいては，個人情
報としての識別特定情報は，個人の氏名や住所等の直接的な識別子の削除といった非特定化
を行うことによって，識別非特定情報に変換される。『2014年報告書』では，識別非特定情
報に位置付けられる「（仮称）準個人情報」に対して加工を施すことによって，より識別化
が困難な「（仮称）個人特定性低減データ」が作成される（図 5-3）。特定化あるいは識別化
の困難性の観点からいえば，個人特定性の低減を指向した各種の加工を行うことによって，
識別化の困難性の程度が異なる様々な個人特定性低減データの作成が可能になる。
個人特定性低減データと統計データとの関連性については，つぎのように考えることがで
きる。『2013年報告書』によれば，統計データに関しては，「過去の実績・経験等も考慮する
と，統計においては個人が特定される（又は個人が識別される）可能性は非常に低くなって
いるものの，さらに必要に応じて統計に加工が施されることもある」。さらに，「可能性とい
う観点からいえば，他の多種多様なデータと組合わされる可能性があるという現状において
は，どういったデータとの照合も一切不可能であると理論的に証明できるものではないが，
統計における個人の特定化又は識別化は，極めて困難である｣25)。このことは，統計におい
ては，特定化あるいは識別化が事実上「困難」であるが，「不可能」であるとは言えないこ
とを意味している。匿名化ミクロデータと統計表においてデータ構造における明確な区別が
困難だとみなされるのであれば，統計表は，個人特定性低減データの中で，識別化の困難性
の程度が非常に高いデータとして位置付けることが可能である。さらに，統計データにおい
23) 同上，211-212ページ。
24) 超高次元クロス集計表の枠組においては，リコーディングやノイズといったミクロアグリゲーシ
ョン以外の匿名化技法を適用した場合でも，匿名化ミクロデータに含まれるレコードの属性値と個
票データにあらかじめリコーディングやノイズを適用した上で作成した超高次元クロス集計表のセ
ルの数値は1対1に対応すると考えられる。
25) 『2013年報告書』，19ページ。
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ては，集計事項として用いられる属性の数や種類，さらには属性に含まれる分類区分の数に
よっては，識別化の困難性がより一層高い，非識別非特定化情報に該当する統計表の作成も
可能になると考えられる。
こうした識別化・特定化の困難性の視点に立って，統計法制度の下で作成された政府統計
の個票データ（調査票情報），匿名化ミクロデータと統計表との関係を位置付けたのが図
5-4 である。個票データに対して匿名化措置を施すことによって作成される匿名化ミクロデ
ータは，利用目的や対象となる利用者によって，秘匿性の強度が低く，学術研究目的を指向
した形で作成・提供される匿名化ミクロデータと，利用目的に制限がなく一般に公開するこ
とが可能な public use microdata に大別される。匿名化ミクロデータが public use microda-
ta として提供できるどうかは，それが公開可能なレベルの秘匿性を確保しているかどうか
にかかっている。この「公開可能なレベルの秘匿性」とは，個体情報が露見されるのが事実
上困難であり，露見リスクの制御が可能なレベルの秘匿性であって，露見リスクがゼロにな
ることとは異なると考えられる26)。一方，統計表も，集計表に含まれるセルに対する秘匿処
26) 例えば，カナダ統計局では，人口センサスの一般公開型ミクロデータ（Public Use Microdata
Files）を提供する上で，露見リスク（disclosure risk）をゼロにするという考え方ではなく，露見
リスクをコントロールする（disclosure control）という考え方に基づいて，個票データに対する匿
名化措置を行っている（赤谷他（2014），4-5ページ）。
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ては，集計事項として用いられる属性の数や種類，さらには属性に含まれる分類区分の数に
よっては，識別化の困難性がより一層高い，非識別非特定化情報に該当する統計表の作成も
可能になると考えられる。
こうした識別化・特定化の困難性の視点に立って，統計法制度の下で作成された政府統計
の個票データ（調査票情報），匿名化ミクロデータと統計表との関係を位置付けたのが図
5-4 である。個票データに対して匿名化措置を施すことによって作成される匿名化ミクロデ
ータは，利用目的や対象となる利用者によって，秘匿性の強度が低く，学術研究目的を指向
した形で作成・提供される匿名化ミクロデータと，利用目的に制限がなく一般に公開するこ
とが可能な public use microdata に大別される。匿名化ミクロデータが public use microda-
ta として提供できるどうかは，それが公開可能なレベルの秘匿性を確保しているかどうか
にかかっている。この「公開可能なレベルの秘匿性」とは，個体情報が露見されるのが事実
上困難であり，露見リスクの制御が可能なレベルの秘匿性であって，露見リスクがゼロにな
ることとは異なると考えられる26)。一方，統計表も，集計表に含まれるセルに対する秘匿処
26) 例えば，カナダ統計局では，人口センサスの一般公開型ミクロデータ（Public Use Microdata
Files）を提供する上で，露見リスク（disclosure risk）をゼロにするという考え方ではなく，露見
リスクをコントロールする（disclosure control）という考え方に基づいて，個票データに対する匿
名化措置を行っている（赤谷他（2014），4-5ページ）。
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図 5-3 技術検討WGにおけるパーソナルデータの整理
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理（例えば一次秘匿，二次秘匿等）が施された公表可能な統計表と，公表することが困難で
あり中間生成物に位置付けられる高次元の統計表に区別される。公表される統計表は，統計
表の集計事項として用いられる属性の数だけでなく，属性の種類や分類区分の制約を受け
る。さらに，統計表の秘匿性の担保は，セルに含まれる結果数値（度数，平均値，比率，重
みつきの度数等）にも依存している。こうした点を踏まえると，パーソナルデータから統計
表を作成する場合にも，こうした条件も考慮した上で公表可能性を検討する必要があるよう
に思われる。
ところで，わが国の統計法制度の下で，基幹統計調査の調査票情報から統計表を作成・集
計するにあたって，その根拠となる条文は，基幹統計調査の承認に関する統計法第9条，及
び総務大臣による基幹統計調査の承認の基準が明記された第10条である27)。
27) （基幹統計調査の承認）
第九条 行政機関の長は，基幹統計調査を行おうとするときは，あらかじめ，総務大臣の承認を受
けなければならない。
2 前項の承認を受けようとする行政機関の長は，次に掲げる事項を記載した申請書を総務大臣に
提出しなければならない。
一 調査の名称及び目的
二 調査対象の範囲
三 報告を求める事項及びその基準となる期日又は期間
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基幹統計調査の実施にあたって，統計作成部局は，最初に，統計調査票で捕捉される調査
事項のすべてが作成する統計表の集計事項として使用されているかどうかについて，総務省
政策統括官室（統計基準担当）からの審査を受けた上で，総務大臣から基幹統計調査の承認
を得るために，第9条第2項に関する必要事項が記載された申請書類を総務大臣に提出す
る。申請書類が提出されると，総務大臣は，統計委員会に対して当該基幹統計調査に関する
諮問を行う。統計委員会は，「当該基幹統計の作成の目的に照らして必要かつ十分なもので
ある」かという視点から，第9条第2項の「二 調査対象の範囲」から「六 報告を求める
期間」について審議を行った後に，当該基幹統計の承認に関して，総務大臣に答申を出すこ
とになっている。その一方で，「七 集計事項」は，総務大臣が当該基幹統計の作成の妥当
性を判断するための要件には含まれていない。そのため，わが国においては，統計作成部局
が作成する統計表の公表において，統計表における個体情報の露見リスクという観点からの
審査は行われていない28)。このことから，わが国における現行の統計法の下では，個体情報
の露見リスクが十分に低減された，個体情報の特定化が事実上極めて困難な統計表が，統計
作成部局の責任の下で公表されている。わが国の統計法制度上では，調査票情報から作成さ
れた統計表を公表可能にするための秘匿処理の方法は，統計作成部局における秘匿の考え
方，さらには対象となる統計データの特性によって異なる。その意味では，わが国の公表さ
れた統計表においても，汎用的な匿名化の水準を示すのは困難だと考えられる。
四 報告を求める者
五 報告を求めるために用いる方法
六 報告を求める期間
七 集計事項
（中略）
4 総務大臣は，第一項の承認の申請があったときは，統計委員会の意見を聴かなければならな
い。ただし，統計委員会が軽微な事項と認めるものについては，この限りでない。
（承認の基準）
第十条 総務大臣は，前条第一項の承認の申請に係る基幹統計調査が次に掲げる要件のすべてに適
合していると認めるときは，同項の承認をしなければならない。
一 前条第二項第二号から第六号までに掲げる事項が当該基幹統計の作成の目的に照らして必要か
つ十分なものであること。
（以下，省略）。
28) アメリカセンサス局の開示評価委員会（disclosure review board）は，提供の対象としているす
べてのミクロデータと集計表について，露見制御の方法や手続きに関する審査を行っていること
（Zayatz（2007），p.255）を勘案すると，わが国の現行の統計法制度の下でも，統計表における公
表可能性について審査する仕組みが議論されてもよろしいような気がしている。
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6．お わ り に
本稿では，パーソナルデータの利活用という観点から，政府統計の匿名化ミクロデータの
作成・提供状況も踏まえた形で，政府統計データの匿名化に関する方法的な特徴を洞察し
た。政府統計データについては，様々な法制度的及び技術的な措置をとることによって，政
府統計の匿名化ミクロデータの作成が可能になっているが，統計データの特性，さらには，
利用目的や対象となる利用者によって，適用されている匿名化措置が異なることを勘案する
と，統計データにおいて合理的な匿名化の水準を明示するのは困難である。このような統計
データにおける事例は，パーソナルデータの第三者提供を可能にするために，パーソナルデ
ータにおける個人特定性の低減化を議論する上でも有用だと思われる。したがって，パーソ
ナルデータの利活用と保護においては，こうした政府統計データの匿名化に関する事例を参
考にすることも望ましいと考える。
わが国の政府統計の匿名データに関しては，統計委員会の匿名データ部会において匿名デ
ータの秘匿性についての審議が行われるが，その審議の内容について統計委員会からの答申
が出されると，統計作成部局は匿名データの安全性を確保した上で，匿名データの作成・提
供を行っている。その一方で，匿名データの利用者も，統計法制度の下で，匿名データの適
正管理の義務を負っている。パーソナルデータにおいても同様に，匿名化措置を施すことに
よって作成された個人特定性低減データについては，第三者機関による承認29)を得ることに
よって，その提供が可能になるが，パーソナルデータの提供元は，第三者機関による承認を
得たとしても，個人特定性低減データという形で提供する際に生じる提供者側の責任を負っ
ていると思われる。他方，個人特定性低減データの提供先（受領者）においては，パーソナ
ルデータの利活用における法制度的な規制というよりも，むしろその安全な利用や節度ある
分析について技術的な自主的な考慮や，情報の保管や取扱いなど運用面に関する配慮が求め
られるだろう。
パーソナルデータに関する検討会 技術検討WGの議論も踏まえた形で，本検討会におい
て，2014年6月に「パーソナルデータの利活用に関する制度改正大綱（以下『大綱』と略
29) 提供の対象となる個人特定性低減データに関して，第三者機関に届出る項目については，例え
ば，名称，種類，データが収集された時期（期間），データに含まれる属性，データに含まれるレ
コード数等が考えられる。さらに，第三者機関において個人特定性低減データの加工方法を検討す
る上で，個人特定性低減データ作成のための「最低条件」の適用状況が議論されることもあるだろ
う。なお，「最低条件」以外の加工方法については，第三者機関へ届け出ることが可能な情報と，
届け出るための資料の作成が容易でないといった理由で，第三者機関へ届け出ることが困難な情報
があると思われる。
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称）」が出された。『大綱』では，本人の同意がなくても第三者へ提供を可能にする「個人の
特定性を低減したデータ」について，特定の個人に関する識別の禁止といった取扱いに関す
る規律や民間団体における自主規制ルールの策定の必要性，さらには，第三者機関の設置に
よる制度の適切な執行の重要性が指摘されている。民間企業が持つパーソナルデータの利活
用については，『大綱』に基づいて個人情報保護法の改正をめぐる議論が展開されてきたが，
その一方で，総務省「行政機関等が保有するパーソナルデータに関する研究会」が開催さ
れ，行政機関や独立行政法人等が有するパーソナルデータに関してもその利用可能性につい
ての議論が行われた。こうした議論の中で個人情報保護法に関する改正作業が進められ，個
人情報保護法の改正案が2015年3月に通常国会に提出された（2015年4月執筆時点)30)。わ
が国でもパーソナルデータのさらなる利活用に向けた法制度の整備が，今後より具体的に進
展していくであろう。パーソナルデータの利活用と保護における展開方向については，これ
からも注視していく必要がある。
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6．お わ り に
本稿では，パーソナルデータの利活用という観点から，政府統計の匿名化ミクロデータの
作成・提供状況も踏まえた形で，政府統計データの匿名化に関する方法的な特徴を洞察し
た。政府統計データについては，様々な法制度的及び技術的な措置をとることによって，政
府統計の匿名化ミクロデータの作成が可能になっているが，統計データの特性，さらには，
利用目的や対象となる利用者によって，適用されている匿名化措置が異なることを勘案する
と，統計データにおいて合理的な匿名化の水準を明示するのは困難である。このような統計
データにおける事例は，パーソナルデータの第三者提供を可能にするために，パーソナルデ
ータにおける個人特定性の低減化を議論する上でも有用だと思われる。したがって，パーソ
ナルデータの利活用と保護においては，こうした政府統計データの匿名化に関する事例を参
考にすることも望ましいと考える。
わが国の政府統計の匿名データに関しては，統計委員会の匿名データ部会において匿名デ
ータの秘匿性についての審議が行われるが，その審議の内容について統計委員会からの答申
が出されると，統計作成部局は匿名データの安全性を確保した上で，匿名データの作成・提
供を行っている。その一方で，匿名データの利用者も，統計法制度の下で，匿名データの適
正管理の義務を負っている。パーソナルデータにおいても同様に，匿名化措置を施すことに
よって作成された個人特定性低減データについては，第三者機関による承認29)を得ることに
よって，その提供が可能になるが，パーソナルデータの提供元は，第三者機関による承認を
得たとしても，個人特定性低減データという形で提供する際に生じる提供者側の責任を負っ
ていると思われる。他方，個人特定性低減データの提供先（受領者）においては，パーソナ
ルデータの利活用における法制度的な規制というよりも，むしろその安全な利用や節度ある
分析について技術的な自主的な考慮や，情報の保管や取扱いなど運用面に関する配慮が求め
られるだろう。
パーソナルデータに関する検討会 技術検討WGの議論も踏まえた形で，本検討会におい
て，2014年6月に「パーソナルデータの利活用に関する制度改正大綱（以下『大綱』と略
29) 提供の対象となる個人特定性低減データに関して，第三者機関に届出る項目については，例え
ば，名称，種類，データが収集された時期（期間），データに含まれる属性，データに含まれるレ
コード数等が考えられる。さらに，第三者機関において個人特定性低減データの加工方法を検討す
る上で，個人特定性低減データ作成のための「最低条件」の適用状況が議論されることもあるだろ
う。なお，「最低条件」以外の加工方法については，第三者機関へ届け出ることが可能な情報と，
届け出るための資料の作成が容易でないといった理由で，第三者機関へ届け出ることが困難な情報
があると思われる。
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称）」が出された。『大綱』では，本人の同意がなくても第三者へ提供を可能にする「個人の
特定性を低減したデータ」について，特定の個人に関する識別の禁止といった取扱いに関す
る規律や民間団体における自主規制ルールの策定の必要性，さらには，第三者機関の設置に
よる制度の適切な執行の重要性が指摘されている。民間企業が持つパーソナルデータの利活
用については，『大綱』に基づいて個人情報保護法の改正をめぐる議論が展開されてきたが，
その一方で，総務省「行政機関等が保有するパーソナルデータに関する研究会」が開催さ
れ，行政機関や独立行政法人等が有するパーソナルデータに関してもその利用可能性につい
ての議論が行われた。こうした議論の中で個人情報保護法に関する改正作業が進められ，個
人情報保護法の改正案が2015年3月に通常国会に提出された（2015年4月執筆時点)30)。わ
が国でもパーソナルデータのさらなる利活用に向けた法制度の整備が，今後より具体的に進
展していくであろう。パーソナルデータの利活用と保護における展開方向については，これ
からも注視していく必要がある。
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